
















































































































































































































































































































































二 ◆（学生の）コミュニケーショ ◆（円滑なコミュニケーシ 究」レポート2002107）
ケ
ン場面認知の重要性を学んだ。 ヨンのためには）日本人の
語 1 若干の間違いには目をつぶる ルールに沿ったコミュニケ
学 シ ときも必要だ（「言語文化研究」 一ションの仕方を教えるべ ◆コミュニケーション能力の
校





































参 を気にせずに自由に話し始め き出せるためのお手伝いと 私はまだそこまでフランスや
与 るのだ、ということに気づきま
いうことではないでしょう フランスについて知らない、こ
観 した。（中略）間違いがあると か。（「実践研究」　ML の程度で言語を教えてはなら





























師 し、他者との活発なインターア ンから発生する問題を、 は同じである。（中略）私が、
の クションの結果、見事な作品を 「どうやって予防するか」 学習者と向き合うことに変わ
作り上げた。そのプロセスで であれば、「総合」は「どう りはない。（「実践研究」レポ
役
は、自分の内側にあるものを探 やって処理するか」の実地　　　　　　　　　一 一ト2001．0627）
割
し当てて言葉にする力、他者と 訓練の場ではないだろう ◆今の私には「教える」につい
の関係を構築していく力も育 か。（「実践研究」理論編レ ての理念を問われていたよう
成されている。（「実践研究」 ポート2002／0811） だ。（「実践研究」レポート
理論編レポート2002／0811） 200210627）
修 ◆言語とは学習者が自分で二
士
得していくものであり、教師か
払
ら一方的に与えることでは網
口冊
羅できない（修士論文第5章
文 「結論」p77　2003106）
＊筆者要約
日本語教師の言語教育観とその意識化
3．結論
　本稿では、日本語教育経験のある大学院生Aの、実践の事例からの問題意識の中に、ど
のように言語教育観が存在し、またそれが意識化され、日本語教師としての立場形成へと
向かったのか、という過程を縦断的に検証した。ここで明らかになったことは、言語教育
観は日本語教師の中に実感ともいえるような形で立ち現れ、簡単に意識化、明確化、言語
化ができるものではなく実践の事例に対する気づきや発見といった問題意識の背後に存在
するものであるが、実践の中からの問題意識を明確にする（記述する）ことで、自分自身
の言語教育観を意識化できるということである。また、言語教育観の意識化を通して、実
践における立場形成が行われることも明らかになった。言語教育観の意識化と教室実践は
循環システムとして考えることができ、教師は教室実践と自分自身の言語教育観を自覚的
に行き来した後に、自分自身の実践におけるその時点での立場を形成することができるの
である。
　川上（2005）は、「言語能力の捉え方は、言語教育で育成すべき言語能力とは何かだけで
なく、言語教育のあり方そのものと密接に関係しつつ変化してきた」と、歴史的な変遷を
指摘し、さらには、「言語教育者のもつ言語能力観が、授業観（どのように教えるか）、テ
キスト観（どのような教科書で教えるか）、カリキュラム観（どのような授業設計を行うか）、
評価観（どのような能力をどのような方法で評価するか）に影響を与える」と述べた。川
上が述べる言語能力観は言語教育観の裏返しであり、言語教育観と表裏一体のものと解釈
できる。つまり、教師の言語教育観が教室実践の方向性、教室実践は何を目的とするのか
を決定づけるというのが川上の論である。これは細川（2002）の「すべては、担当者がそ
の言語観、教育観を明確に自覚するところがらはじまる」に通ずる。
　しかし、言語教育観は先に述べたように、各教師の中に明確に存在するわけではなく、
実践への問題意識の背後に見え隠れするものであり、さまざまな教室実践を経ること、自
分の考えや自分の実践と異なる多様なものを観察することによって自他の差異を認識し、
違和感や疑い共感を経て意識化されていくものである。このように、教室実践を通した自
己研修の過程で日本語教師は言語教育観を作ったり、壊したりしながら形成していくので
あるが、それは無意識に行われていることが多い。一方、言語教育観は、授業観・テキス
ト観・カリキュラム観・評価観に反映されるものであるから、無自覚に存在する言語教育
観を自覚的に取捨選択し、統合し形作っていくことが教師には求められる。自分自身の言
語教育観に対して自覚的でなければ、教室実践は学習者のどのような言語能力を育成する
のかという目的が不明のものとなってしまうからである。「さまざまな教育観の中で自律的
に考える一人一人の教師自身の立場の形成、そしてそのような立場を自覚的に更新できる」
（細川2006）こと、つまり、教室実践に内在する雑多な言語教育観の中で自らの言語教育
観の自覚化を行うことは、実践における教師自身の立場形成につながるものである。
　　本稿は、教室実践の指標となるものとして言語教育観を捉え、日本語教師経験のある
大学院生Aの、実践の事例からの問題意識の中に、どのように言語教育観が存在し、また
それが意識化され、日本語教師としての立場形成へと向かったのか、という過程を縦断的
に検証したにとどまるが、今後は、どのような自己研修のための環境が、言語教育観の意
識化・明確化を促すのかという点について考察していきたい。
早稲田大学日本語教育研究
注
1）「日本事情実践研究」（実践科目）細川英雄担当、早稲田大学大学院日本語教育研究科2002年度春
　　期、90分授業×週1コマ×3ヶ月、大学院生が体験レポートとして学習者と同一のやり方でレポ
　　ート作成を行い，検討するためのクラス。MLを利用し「総合」の授業（早稲田大学日本語研究教
　　育センター別科日本語専修課程）に関する議論も行なわれた。
2）「総合」細川英雄担当、2002年度春期、90分授業×週2コマ×3ヶ月、早稲田大学日本語研究教
　　育センター別科日本語専修の日本語クラス。大学院生の実践研究クラス（実習）としても機能し、
　　大学院生は学習者の支援をしつつ参与観察を行なう。初中級3レベル～上級7レベルまでの学生
　　が参加するクラス。レベル別に小グループ（3～6人）を編成。本稿のデータ対象グループは3
　　レベル（初中級）、学習者5名・大学院生5名。早稲田大学日本語研究教育センター別科専修課
　　程「総合」の授業活動の詳細については、細川英雄＋NPO法人スタッフ（2004）『考えるための日
　　本語』明石書店を参照のこと。
3）「言語文化」（理論科目）細川英雄担当、早稲田大学大学院日本語教育研究科2002年度春期、90
　　分授業×週1コマ×3ヶ月
4）初中級レベルのグループ
5）中級前期レベルのグループ
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